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平成２２年度事業報告書 
 
 
平成２２年度の事業は、本財団の理事会の議決及び評議員会の同意並びに厚生労働

大臣の認可を受けた事業計画に基づき、次のとおり実施した。 
 
 
（一般会計部門） 
 
１ 研究助成事業 
  交付課題件数及び金額 ２件 ９５１千円 
 （１）交付者の所属・氏名 大阪警察病院副医長 梶野健太郎 
    研  究  課  題 日米両地域における病院外心停止症例の生存転帰に基

づいた病院前における蘇生中止基準策定のための研究 
 （２）交付者の所属・氏名 国士舘大学教務助手 中尾亜美 
    研  究  課  題  小学校教育における心肺蘇生法指導要領の作成普及 
 
２ 調査研究等事業 
（１）心肺蘇生法普及事業 

日本版救急蘇生ガイドラインについては、５年ごとに改定されており、２０

１０版ガイドライン策定については、本財団と日本蘇生協議会の合意に基づく

ガイドライン作成合同委員会、及び心肺蘇生法委員会において、関係学会、団

体にご協力をお願いし、ドラフト版を財団ホームページに公表しているところ

ですが、完成版、救急蘇生法の指針については、６月中を目途に努力している。 
 
３ 啓発普及事業 
（１）救急医療ジャーナル配布事業 

雑誌「救急医療ジャーナル」（隔月発行）は、本財団の啓発普及活動状況を広

報するために、役員、評議員等の財団関係者に配布した。 
（２）ホームページ運用事業 

財団に関する公的情報及び事業内容等について、広く周知のため、ホームペ

ージを開設・運用している。 
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４ 救急の日２０１０年事業 
（１）救急の日２０１０の開催（救急の日・救急医療週間事業） 

日  時  平成２２年９月９日（木）～１０日（金）（２日間） 
場  所  六本木テレビ朝日イベントスペースＵＭＵ 
主催機関  厚生労働省・総務省消防庁・日本救急医学会・本財団 
協力機関  後援１９、協賛２３、出展９機関・学会・団体・企業 
実施体制  運営委員会・実施事務局 
行事内容  定番の計画事業、救急車の適正な利用、ＡＥＤの取扱いを含む

心肺蘇生の住民等への普及啓発 
（２）事業経費  収入 3,910 千円（協賛金・出展料・分担金） 

支出 3,629 千円（事業費） 
 
５ 厚生労働省受託事業 

受託事業  第１８回日本ＡＰＥＣ首脳会議救急医療体制確保事業 
事業目的  当該首脳会議関係要人に対する救急医療体制の確保 
事業内容  ○要人受入協力病院 

要人受入協力病院として承諾を得た次の医療機関に、所定の 
要員、通信機器等を配備するとともに、所定の空床を確保した。 
・要人受入医療機関 

横浜市立大学市民総合医療センター、済生会横浜東部病院 
・受入協力医療機関 

みなと赤十字病院、横浜市民病院、けいゆう病院、川﨑市立 
病院、東邦大学大森病院、成田赤十字病院、日本医科大学千 
葉北総病院、藤沢市民病院他 

○専門医療チーム等の配備（実人員 216 人） 
本部、第 2 本部、会議場、各受入医療機関、国際メディアセン 

ター、羽田・成田空港、要人受入病院に所定の各専門医療チーム 
を配備した。 
・本部（95 人） 
・第２本部・首脳対応医チーム（4 班 19 人） 
・要人受入対応医療チーム（1 班 6 人） 
・ＤＭＡＴチーム（10 班 63 人） 
・会議センター等連絡員（13 人） 
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・ＮＢＣ対応チーム（4 班 20 人） 
ＮＢＣ対応チームは、日本中毒情報センターが担当した。 

○医療機器・医薬品・医療資器材等の配備 
○通信用機器・設備等の確保 

対象会議  首脳会議（平成２２年１１月１３日～１４日） 
実施方法  厚生労働省と業務委託契約の締結 

厚生労働省の指導監督の下に、現地調査、有識者会議、打合せ等 
を数回開催し、実施計画を策定し、実施体制の整備及び配置要員の 
確保、医療機器等を準備し、事前の現地訓練・点検等を実施したう 
えで計画に則して配備した。 

事業期間  平成２２年８月６日～同２３年３月３１日 
有識者会議、打合会議、現地調査、現地体制 

事業経費  収入 44,340 千円（厚生労働省の国庫受託費） 
        支出 44,340 千円（事業費） 
 
６ 付随事業 
（１）救急救命士賠償責任保険取扱事業 

（取扱加入者数 22,729 人） 
（２）トリアージタッグ頒布事業 

（取扱頒布部数 6,577 部） 
（３）ＡＥＤ認定講習会事業 

（講習会認定者 6,636 人） 
 
 
（試験免許特別会計部門） 
救急救命士国家試験・名簿登録事業 
収入総額 １６０，２５１千円 
（受験手数料 75,508 千円 登録手数料等 15,121 千円 その他収入 69,622 千円） 
支出総額 １４９，３６６千円 
（事業費 39,674 千円  管理費 50,387 千円 投資活動等支出 59,305 千円） 

 
１ 国家試験事業 

平成２２年度に実施した試験（第３４回）の概要は次のとおりである。 
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試験年月日   平成２３年３月２０日（日） 
試験申込者数  ２，４９２人 
受験者数    ２，４５６人 
合格者数    ２，０２２人 
合格率      ８２．３％ 

（１回～３４回平均合格率７９.５％） 
※（詳細は別冊資料「平成２２年度救急救命士国家試験実施概況資料」参照） 

 
２ 名簿登録事業 

平成２２年度中に免許の新規登録、書換登録及び再交付登録を行い、免許証 
明書等を交付した者は次のとおりである。 

新規登録者数 書換登録者数 再交付登録数 法第４条該当者数 

２，１２６人 １２７人 ２１人 ６人 

 
３ 名簿登録概況 

第１回～第３３回合格者数 ４０，１１２人

平成２３年３月３１日現在の登録者数  ３９，７３５人 

平成２２年度末現在の登録率 ９９．１％

 
４ 国家試験委員会開催状況 

国家試験実施に関する試験委員会の開催状況は、次のとおりである。 
年 度 

 会議名 

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

第３２回 第３３回 第３４回 

方針決定会議 ２０．  ８．  ５ ２１．  ７．  ８ ２２．  ７．  ７ 

出題依頼会議 ２０．  ８．  ５ ２１．  ７．  ８ ２２．  ７．  ７ 

問題選定会議 

 

２０．１０．  ２

２０．１０．  ３

２１． ９．  ３

２１． ９．  ４

２２． ９．  ２ 

２２． ９．  ３ 

問題決定会議 

 

２０．１０．２３

２０．１０．２４

２０．１０．２６

２１．１０．２２

２１．１０．２３

 

２２．１０．２１ 

２２．１０．２２ 

 

問題検閲会議 

 

２０．１１．２６

２０．１１．２７

２１．１２． ３

２１．１２． ４

２２．１２． ９ 

２２．１２．１０ 
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問題校正会議 ２１．  １．２２ ２２．  １．２１ ２３．  １．２０ 

合否案決定会議 ２１．  ４．  ３ ２２．  ４．  ２ ２３．  ４． ４ 

 
（１）試験委員の職務（法第３８条第１項・試験事務規程第２７条） 

試験毎に上記の試験委員会を開催して、実施方針・計画の決定、試験問題の

作成・選定・決定及び採点を行うとともに、合否案の決定を行うこと。 
（２）試験委員の要件（法第３８条第２項・指定省令第１６条） 

ア 大学で医学に関する科目を担当する教授又は助教授の経歴を有する者等 
イ 上記（１）の要件非該当者は厚生労働大臣の承認を要する。 

（３）試験委員の数及び任期 
ア 任期 ２年（施行令第３条第３項）（22.5.1 第 10 次委員会設置） 
イ 定数 ４５人以内（試験事務規程第２５条）（現任委員４５人） 

（４）点検整理会議 
各会議の前及び後に厚生労働省医政局指導課・財団による点検整理会議を開

催して事前の準備・整理を行うとともに、事後の整理・確認等を行う。 
（５）出題者ワークショップ 

出題者ワークショップは、平成１７年８月の「救急救命士国家試験のあり方

等に関する検討会」において改善事項として提言されたものであり、試験委員

会において、委員全員が国家試験に対して共通の認識を持って出題に当たると

ともに問題作成技術に習熟し、より良い問題を作成する観点から、昨年度に引

き続き開催した。 
 
５ 電子媒体による試験問題の作成 

国家試験問題の作成は、第３１回国家試験より、効率化、簡素化及びセキュリ

ティー対策を図る観点からデジタル媒体である暗号化したＵＳＢメモリーにより

作成している。 
 
６ 国家試験既出題問題のデーターベース作成 

平成７年度から実施しているこの事業については、平成２２年度においても計

画どおり継続実施し、平成２３年３月実施（２３年４月合格発表）の第３４回国

家試験の出題問題２００問についてもデーターを追加し、試験問題の質の向上に

活用している。 
内 容  既出題問題についてキーワードで検索を行う。 
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（既出題問題の検索・重複問題・用語の統一のチェック等） 
指導者  鈴川正之自治医科大学教授（現 本財団理事・試験委員） 
計 画  今後も既出題問題を順次入力し、各問題毎の正解率、選択肢の選

択状況、識別指数などについても整理を行い、情報管理のための検

索・点検及び保管・管理体制を整備する。 
 
７ 救急救命士制度・国家試験に関する広報等 

国家試験については、試験の都度、厚生労働省から官庁報告として官報へ公 
告するとともに、試験の実施状況及び合格者の発表についても厚生労働記者ク 
ラブに資料の提供を行っているほか、｢救急医療ジャーナル｣に実施要綱、応募 
状況、合格状況等の発表を行っている。また、第２６回国家試験の合格発表か 
ら厚生労働省にて合格者名簿を公表していたところであるが、第２８回より個 
人情報の保護に万全を図りながら、受験地別受験番号を公表するとともに、財 
団のホームページにも受験地別受験番号を掲載している。 

 
 
 
（研修研究特別会計部門） 
 
１ 厚生労働省受託研修事業        １６，６０３千円 
（１）医師救急医療業務実地修練       ５，８６４千円 

（合同研修３日、施設研修２日、受講者５２人） 
（２）看護師救急医療業務実地修練      ５，１８５千円 

（合同研修７日、施設研修５日、受講者６０人） 
（３）救急救命士業務実地修練        １，４７９千円 

（合同研修５日、受講者５３人） 
（４）救急救命士養成所専任教員講習     ２，２５７千円 

（合同研修９日、受講者４０人） 
（５）保健師等救急蘇生法指導者講習       ８６３千円 

（講義、実技研修２日、受講者２０人） 
（６）病院前救護体制における指導医等研修    ９５５千円 

（講義３日 ２回、受講者９９人） 
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２ 自賠責運用益拠出事業          ３，４７０千円 
（１）非医療従事者によるＡＥＤ使用のあり方特別委員会（３回開催） 
（２）非医療従事者に対するＡＥＤ普及啓発シンポジウム開催に向けた 

ワーキンググループ会議（２回開催） 
※（詳細は報告事項別冊資料「平成２２年度概況資料」参照） 


